
Ｈ29.1.31定例記者会見資料【消防本部 消防総務課】 

栃木市消防団充実強化策の概要 

策定の目的 

  全国的に消防団員数が年々減少する中、本市消防団においても若年層の流出などにより、団員

確保に苦慮する地域や、就業構造の変化に伴い団員のサラリーマン化が進み、将来的には平日の

昼間の災害に対応できなくなるなど、様々な問題を抱えている。 

  そこで本策の策定にあっては、本市消防団の使命である「市民の生命と財産を守る」ことを今

後も継続していくため、現状消防団が抱える課題や将来予想される人口減少に対し、限られた資

源の中で「消防団の充実強化」を図るため、実施すべき施策を示すことを目的とする。 

 

消防団の充実強化に向けた施策 

  消防団員へのアンケートを通して、浮かび上がった特に対策の必要な７項目について、これら

を『消防団員の確保』、『消防団組織の充実と再編』、『消防団の活性化』の３つのテーマに分類し、

個別に対策を講じることにより解決を図り消防団の充実強化を進めていく。 

 

Ⅰ【消防団員の確保】に分類される課題 

「新入団員の確保」、「被用者の増加による、日中の消防力の低下」、「消防活動への理解不足」 

〇施策の一例：【消防団の魅力アップとイメージアップ】 

  市内事業所において消防団員等に優遇措置を提供してもらう消防団サポート事業により、消防

団入団への魅力アップにつなげる。また、消防団及び消防団をサポートする事業所をＰＲするこ

とでお互いのイメージアップを図る。 

 

Ⅱ【消防団組織の充実と再編】に分類される課題 

「新入団員の確保」、「被用者の増加による、日中の消防力の低下」、「管轄面積及び人口の格差」 

〇施策の一例：【消防団組織の再編】 

  現在の消防団組織は、合併前の旧市町の体制を引き継いだもので、必ずしも合併後の本市の状

況に適した規模や配置にはなっていない。そこで、将来の人口減少や地理、交通等の社会的条件

の変化及び産業、就業構造の変化に対応できるような組織を目指し、消防団組織の再編を進める。

併せて、施設の集約及び機能性の向上を図る。 

 

Ⅲ【消防団の活性化】に分類される課題 

「消防団行事及び訓練への負担感」、「装備資機材の統一化と充実」、「常備消防及び地域コミュニ

ティとの連携強化の必要性」 

〇施策の一例：【装備品、資機材の充実】 

  装備品の統一及び団員の安全確保を図るため、消防庁告示「消防団の装備の基準」に従い、救

助用半長靴（編み上げ靴）等の安全装備品の整備を段階的に進める。消防車両及び機械器具置場

についても、更新計画に従い計画的に更新する。 

 

 【問合せ】消防本部 消防総務課 

担当：安藤 ℡：0282-23-3527 
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【問合せ】消防本部 消防総務課 

担当：川田 ℡：0282-23-3527 

機能別消防団員制度の導入について 

 

「機能別消防団員」とは、昼夜を問わず活動する一般の消防団員とは区別され昼夜を限

定した活動や大規模災害時など特定の災害にのみ活動する消防団員で一般の消防団員の

活動を補完し、地域の実情に即した活動を可能とするもの。 

 

１《消防団員確保の現状と課題》 

・多くの分団が自治会の協力の下、団員確保を行っている状況であり、このような自治

会の中には、団員の確保に苦慮している自治会もある。 

・団員の被用者率の増加により日中の出動可能な団員の確保が難しくなっている。 

・新入団員が見つからないことにより現役の団員への負担が増加している。 

 

２《対策》機能別消防団員制度の導入 

本市の機能別消防団員 

・消防団員を５年以上経験し退団した方を対象に、活動を限定し負担を軽くした機能別

消防団員として再入団していただく。（ＯＢの再入団） 

・新入団員の確保が難しい状況なので、現役の団員としての負担を軽くし退団を考えて

いる団員に、機能別消防団員として残り、長く活動していただく。 

・具体例としては、災害活動は原則日中の災害に限定し、定例的な訓練には技能維持の

ため年１回以上参加する。 

・各分団の定員のうち、３割未満程度を目安に機能別消防団員とする。 

（例 定員１５人×３割＝４．５人 よって機能別消防団員は４人以下） 

一般の団員との共通点 

 ・制服以外の被服等については支給する。 

 ・出動手当（費用弁償）は同額支給する。（１回の出動につき２、０００円） 

 ・火災等の災害活動内容は団員と同様とする。 

 ・消防団員としての補償は団員と同様とする。 

 ・所属は各分団（または部）とする。（現在の定数から変動はない） 

一般の団員との相違点 

 ・通常点検、夏季点検、操法大会には原則参加しない。 

 ・団員報酬については年額１０，０００円とする。 

 

３《導入効果》 

 ・日中出動可能な人員の確保できる。 

 ・消防団員の欠員数の減少が期待できる。 

 ・経験豊富な消防団員の人材を確保できる。 

 ・消防団員ごとの事情により、柔軟な活動形態を選択できる。 

 

４《今後のスケジュール》 

・平成２９年４月１日  機能別消防団導入予定 
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第１章 消防団を取り巻く状況と策定の目的 

 

１．消防団の組織 

 本市消防団は、平成２６年４月に岩舟町との合併により、６方面隊からなる団員定

数が１２００名を超える県下有数の消防団となりました。６方面隊は、それぞれが旧

市町区域を管轄し、地域防災の要として消火活動をはじめとする災害に対し重要な役

割を担っております。 

                           （平成 28年 4月 1日現在） 

 定数（人） 実員数（人） 充足率(％) 管轄区域 

栃木方面隊 511 473 92.6 合併前の栃木市の区域 

大平方面隊 175 172 98.3 合併前の大平町の区域 

藤岡方面隊 147 146 99.3 合併前の藤岡町の区域 

都賀方面隊 101 99 98.0 合併前の都賀町の区域 

西方方面隊 123 110 89.4 合併前の西方町の区域 

岩舟方面隊 162 154 95.1 合併前の岩舟町の区域 

女性分団 20 13 55.0 市内全域 

 計 1239 1167 94.2  

 

２．消防団車両と機械器具置場             （平成 28年 4月 1日現在） 

現有車両 水槽付き 

ポンプ車(台) 

ポンプ車(台) 小型ポンプ 

積載車(台) 

指揮連絡車(台) 計 

団本部    2 2 

栃木方面隊  21 7 2 30 

大平方面隊  13  1 14 

藤岡方面隊 3 1 4 1 9 

都賀方面隊  4 2 1 7 

西方方面隊  2 6 1 9 

岩舟方面隊 2 8  1 11 

女性分団    1 1 

 計 5 49 19 10 83 

 

機械器具置場 経過年数 計(棟) 

10年未満 10年以上 20年以上 30年以上 40年以上 

栃木方面隊 2 1 8 16 2 29 

大平方面隊 1  4 8  13 

藤岡方面隊   5 3  8 

都賀方面隊 1  2 2 1 6 

西方方面隊  2 3 1  6 

岩舟方面隊  4 6 1  11 

計(棟) 4 7 29 

 

30 3 73 
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３．消防団の現状 

全国的に消防団員数が年々減少する中、本市消防団においても若年層の流出などに

より、団員確保に苦慮する地域や、就業構造の変化に伴い団員のサラリーマン化が進

み、将来的には平日の昼間の災害に対応できなくなる恐れがあります。 

 

 
                 （栃木市まち・ひと・しごと創生総合戦略：人口ビジョンより）  

消防団の充実強化については、本市総合計画中の単位施策において、消防・救急体

制の充実を目指しており、また国では平成２５年に消防団を中核とする地域防災力の

充実強化に関する法律が制定されたところであります。 

そこで本策の策定にあっては、本市消防団の使命である「市民の生命と財産を守る」

ことを今後も継続していくため、現状消防団が抱える課題や将来予想される人口減少

に対し、限られた資源の中で「消防団の充実強化」を図るため、実施すべき施策を示

すことを目的とします。 
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第２章 消防団が抱える課題 

 

 消防団の現状の把握と消防団が抱える問題を抽出するため、２７年度全団員を対象

にアンケート調査を行いました。主なアンケート項目は、「消防団活動」「消防団組織」

「訓練」「消防団サポート事業」「消防団の将来展望」「消防本部及び消防行政に望む

こと」等であります。 

消防団員１１７６名中、１０２３名の回答が得られ、回答率は８６．９％でした。そ

の中で、浮かび上がった今後特に対策を必要とする課題としては、以下の７項目とな

ります。 

 

①新入団員の確保 

  全国的に消防団員数が年々減少する中、本市消防団においても若年層の流出や地

域活動に対する意識の希薄化等により団員確保に苦慮する地域が増えており、分団

部の多くが地域と協力し団員確保を行っていますが、新入団員を確保できない分団

部が出てきています。 

 

②被用者の増加による、日中の消防力の低下 

  本市消防団においては、被用者率が７０％を超えており、勤務中の災害出動が難

しい団員も出てきております。現在でも被用者率が高い分団部においては、日中の

災害出動に支障をきたしており、さらに将来的には、多くの分団部においても同様

の状況が予想されます。 

 

③消防団活動への理解不足 

消防団に対する悪いイメージ（訓練が多い・厳しいなど）を持っていたり、被用

者については勤務中に災害出場することがよしとされていない状況があるようで

す。 

 

④管轄面積及び人口の格差 

 本市消防団は、合併後も旧市町での体制を維持しており、都市部と周辺部におい

て、管轄する面積及び人口に大きな差があります。特に人口規模の小さな地域では、

団員の確保に苦慮しており、さらに将来的には人口の減少が予想され、今後一層団

員の確保が厳しくなってくると予想されます。 
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⑤消防団行事及び訓練参加への負担感 

  今日の災害は多種多様化しており、消防団に求められる活動も幅広くなってきて

います。災害対応を行う上で、消防団員の安全確保は必要不可欠であり、そのため

に知識・技術・規律の習得を目指し日々訓練を重ねております。しかし、就業構造

の変化に伴い、団員のサラリーマン化が進み、夜間・休日の訓練参加などの消防団

活動による本業への悪影響が懸念されており、消防団員の負担軽減が課題となって

おります。 

 

⑥装備品資機材の統一化と充実 

 現在も消防団活動を行う上で、必要な装備品や資機材を配備していますが、方面

隊により差異があり、統一化が必要となっております。また、昨年の豪雨災害時の

活動も踏まえ、消防団員の安全確保を図る上でも、さらなる充実が必要となってい

ます。 

 

⑦常備消防及び地域コミュニティとの連携強化の必要性 

  災害対応を行う上で、消防団と常備消防の連携は必要不可欠であります。現状で

は、相互の連携を深める訓練の実施が十分であるとは言えず、今後はそうした訓練

の実施が必要であります。 

  また、大規模災害時には地域コミュニティとの連携も重要であり、地域の防災の

要である消防団を中心とした地域防災体制の強化が必要となってきます。 
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第３章 消防団の充実強化に向けた施策 

 

 消防団員へのアンケートを通して、浮かび上がった特に対策の必要な７項目につき

まして、これらを『消防団員の確保』、『消防団組織の充実と再編』、『消防団の活性化』

の３つのテーマに分類し、個別に対策を講じることにより解決を図り消防団の充実強

化を進めていきます。 

 

１．『消防団員の確保』 

●消防団員の確保に分類される課題 

・新入団員の確保 

 

  ・被用者の増加による、日中の消防力の低下 

 

  ・消防団活動への理解不足 

 

 ○施  策 

（１）消防団活動の PR【継続実施】 

   市ホームページ、広報紙、フェイスブック、FMくらら 857などを活用し、消

防団行事の事前告知を行い、市民に消防団活動を実際に見てもらう機会を増やし

ていきます。情報発信の強化を図り、消防団活動や消防団の必要性について市民

の理解を深めてもらうよう努めます。 

    

（２）消防団の魅力アップとイメージアップ【継続実施】 

市内事業所において消防団員等に優遇措置を提供していただく消防団サポー

ト事業により、消防団入団への魅力アップにつなげます。また、消防団及び消防

団をサポートする事業所をＰＲすることでお互いのイメージアップを図ります。 

 

（３）事業所の理解と協力体制の構築【継続実施】 

   現在実施している消防団協力事業所表示制度の更なる普及を図るため、協力事

業所に対し現在以上の優遇措置を提供できるか検討を進め協力事業所の増加を

進めます。また、被用者である消防団員が、消防団活動に積極的に参加できる環

境を整えるため、団員を雇用する事業所に対し、文書等で協力を依頼していきま

す。 

さらに、消防団協力事業所を含め、団員を一定数雇用する事業所を消防協力者

として、通常点検時に表彰するような仕組みを構築します。 
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（４）若年層の入団促進【継続実施】 

   フェイスブックやユーチューブなどの情報媒体を用いて、消防団活動を積極的

にアピールし、若年層が消防団についての情報を得やすい環境を整えていきます。

また、小中学校等の行事に積極的に参加し、幼少期から消防団に親しみを持って

もらうよう努めます。 
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２．『消防団組織の充実と再編』 

●消防団組織の充実と再編に分類される課題 

  ・新入団員の確保 

 

 ・被用者の増加による、日中の消防力の低下 

 

  ・管轄面積及び人口の格差 

 

○施  策 

（１）消防団活動のＰＲ【継続実施】 

   様々な情報媒体を活用し情報発信の強化を図り、消防団活動や消防団の必要性

について市民の理解を深めてもらうよう努めます。また、若年層が情報を得易い

フェイスブックやユーチューブなどを活用し、若年層への情報発信を強化します。 

 

（２）女性消防団員の拡充【継続実施】 

   火災予防広報・啓発を担ってもらう女性消防団員の更なる拡充を図っていきま

す。様々な情報媒体を通じ、女性消防団員の活動を PRすることで女性が参加し

やすい環境を整えます。 

 

（３）機能別消防団員制度の導入【28年度整備、29年度導入】 

   消防団員を一定年数経験した方を対象に、一般団員と比較し活動内容を制限し

た機能別消防団員制度を導入し、長年培った経験を生かして貰うとともに、分団

部の欠員を補充し、また日中の消防力の低下を防止します。制度導入にあたり、

現職消防団員の意見を聴取するとともに近隣市町の導入状況を把握し、本市の状

況に即した機能別消防団員制度の導入を図ります。 

 

（４）消防団組織の再編【28・29年度計画策定、以降段階実施】 

   現在の消防団組織は、合併以前の旧市・町の体制を引き継いだもので、必ずし

も合併後の本市の状況に適した規模や配置にはなっておりません。 

また、山間部を中心に消防団員の確保に苦慮している地域もあり、現状の規模

を維持することが難しくなってきております。 

ついては、将来の人口減少や地理、交通等の社会的条件の変化及び産業、就業

構造の変化に対応できるような組織を目指し、消防団組織の再編を進めます。併

せて、施設の集約及び機能性の向上を図ります。 

一方で、消防団組織の再編については、消防団は地域防災の要であり、地域住

民の関心も高いことから、改めて再編計画を策定し慎重に進めます。計画策定に

あたっては、まず消防団の意見及び地域の実情等を把握し、それらを踏まえた上

で計画の策定を進めます。 
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３．『消防団の活性化』 

 

●消防団の活性化に分類される課題 

 

 ・消防団行事及び訓練への負担感 

   

・装備資機材の統一化と充実 

 

  ・常備消防及び地域コミュニティとの連携強化の必要性 

 

○施  策 

（１）消防団員の福利厚生【継続実施】 

   消防団員に対しては、公務災害補償制度や退職報償金制度が整備されているほ

か、公費負担により福祉共済制度へ加入や各種表彰制度等の福利厚生が図られて

おり、引き続きこれらの充実に努めます。また、28 年度よりスタートした消防

団員等への優遇制度、消防団サポート事業においては、参加店舗の充実に努め、

より良いものとします。さらに、近隣市町において同様の事業を行っていること

もあり、より広域的な事業実施を検討します。 

 

（２）団員の負担軽減と安全確保【継続実施】 

   消防団員の行事及び訓練に関する負担軽減を目的に、行事所要時間の短縮、内

容の簡略化及び統一化を図り、効果的で効率的な訓練方法を確立します。さらに、

安全確保を目的とした団員教育として、消防団員として習得すべき知識、技術に

ついてマニュアル等の作成を進めます。 

 

（３）装備品、資機材の充実【継続実施】 

〇団員装備品 

装備品の統一及び団員の安全確保を図るため、消防庁告示「消防団の装備の基

準」に従い、救助用半長靴（編み上げ靴）等の安全装備品の整備を段階的に進め

ます。 

    

〇消防車両の更新 

消防車両については、更新計画に従い計画的に更新します。なお、平成 29 年

に運転免許制度の改正（準中型免許創設）が控えており、今後入団する消防団員

の中には現有車両を運転できない者も出てくる可能性があることから車両の仕様

について十分考慮し、将来の消防力の低下を招かないように更新を進めます。 
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消防団車両の現況                 

 台  

数 

備  考 

指揮・広報車 10  

ポンプ車 54 ☆ 

小型動力ポンプ積載車 19  

合計 83  

☆印車両の更新にあたっては、免許制度改正を考慮し、車両タイプの変更を視野 

に入れる。 

 

  〇消防団機械器具置場 

機械器具置場についても、更新計画に従い昭和 56 年以前の旧建築基準法の下

で整備されたものを中心に更新を進めます。 

ただし、車両及び機械器具置場については、消防団の再編及び公共施設のあり

方ガイドラインを考慮した上で、将来を見据え無駄のない効率的な更新を進めま

す。 

   

消防団機械器具置場の現況                  

建築年度 
器具置場数 

備考 
市有地 借地 

昭和 56年以前 6 8 ☆ 

 〃    以後 50 9  

合計 73  

  ☆印の 14箇所について、優先的に更新を進める。 

 

 

（４）常備消防及び地域コミュニティとの連携強化【継続実施】 

   災害対応にあたり消防団と常備消防の連携は大変重要であります。災害現場で 

の指揮命令系統の確立及び双方の安全確保を図る上で、消防団と常備消防の連携

強化が必要であり、今後連携強化を目的とした訓練を計画し実施します。 

   また、特に大規模災害時には、消防団の人員動員力、即時対応力及び地域密着 

性は非常に重要であり、さらに被害を最小限に抑えるためには、地域コミュニテ 

ィとの連携を深めておく必要があります。そのために平常時から地域行事等に積

極的に参加し、消防団の存在感を向上させ、また地域コミュニティや自主防災組

織と共同で防災訓練等を実施し、災害対応体制の構築を図ります。 

 


